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《概　観》

我が国経済の最近の動向をみると、個人消費は、年末に比べれば持ち直している

ものの、収入が低迷していることから、改善傾向の定着には至っていない。住宅建設

は、このところやや戚少していたが、直近は、一時的な要因もあり、高水準となってい

る。設備投資は、総じて下げ止まりつつあり、持ち直しの動きが広がっている。公共

投資は、事業の実施は前年を下回っているが、着工などには、第二次補正予算など

の効果が現れている。輸出は、アジア向けを中心に、増加している。

在庫は、ほぼ調整を終了し、生産は、緩やかに増加している。

雇用情勢は、残業時間や求人の増加といった動きがあるものの、完全失業率が高

水準で推移するなど、依然として厳しい。

企業収益は、改善している。また、企業の業況判断は、なお厳しいが改善が進んで

いる。

我が国経済は、全体として需要の回復が弱く、厳しい状況をなお脱していない。し

かし、各種の政策効果やアジア経済の回復などの影響から、景気は、緩やかな改善

が続いている。企業の活動に積極性もみられるようになるなど、自律的回復に向けた

動きが徐々に現れている。

政府は、公需から民需への′くトンタッチを円滑に行い、景気を本格的な回復軌道に

乗せていくとともに、21世紀の新たな発展基盤を築くため、経済新生対策を始めとす

る諸施策を推進する。

我が国庫済：需要面をみると、個人消費は、年末に比べれば持ち直しているものの、

収入が低迷していることから、改善傾向の定着には至っていない。住宅建設は、この



ところやや減少していたが、直近は、一時的な要因もあり、高水準となっている。設備

投資は、総じて下げ止まりつつあり、持ち直しの動きが広がっている。公共投資は、

事業の実施は前年を下回っているが、着工などには、第二次補正予算などの効果が

現れている。

11年10～12月期（速報）の実質国内総生産は、前期比1．4％滅（年率5．5％

滅）となり、うち内需寄与度はマイナス1．0％となった。

産業面をみると、在庫は、ほぼ調整を終了し、生産は、緩やかに増加している。企

業収益は、改善している。また、企業の業況判断は、なお厳しいが改善が進んでいる。

企業倒産件数は、おおむね横ばいとなっている。

雇用情勢は、残業密間や求人の増加といった動きがあるものの、完全失業率が高

水準で推移するなど、依然として厳しい。

輸出入は、対アジア輸出入を中心に、増加している。国際収支をみると、貿易・サー

ビス収支の黒字は、基調としては緩やかに減少している。対米ドル円相場（インター

バンク直物中心相場）は、2月は下旬にかけて111円台にまで下落したが、月末には

110円台までやや上昇した。

物価の動向をみると、国内卸売物価は、おおむね横ばいで推移している。また、消

費者物価は、安定している。

最近の金融情密をみると、短期金利は、2月から3月上旬にかけて横ばいで推移し

た。長期金利は、2月は上旬にやや上昇した後、3月上旬にかけて横ばいで推移した。

株式相場は、2月は上旬に上昇した後、3月上旬にかけて一進一退で推移した。マネ

ーサプライ（M2＋CD）は、2月は前年同月比2．1％増となった。またJ企業金融のひ

っ迫感は緩和しているが、民間金融機関の貸出は依然低調である。

準外経漬：主要国の経済動向をみると、アメリカでは、先行きには不透明感もみ

られるものの、景気は拡大を続けている。実質GDPは、99年7～9月期前期比年率

5．7％増の後、10～12月期は同6．9％増（速報値）となった。個人消費は増加して

いる。設備投資は7～9月期の大幅増の反動もあり伸びが鈍化している。住宅投資

はこのところ伸びが鈍化している。鉱工業生産（総合）は増加している。雇用は拡大し

ている。物価は総じて安定している。財の貿易収支赤字（国際収支ベース）は拡大し

ている。2月の長期金利（30年物国債）は、総じて低下基調で推移した。株価（ダウ平

均）は、総じて下落基調で推移した。



西ヨーロッパをみると、ドイツでは、景気は緩やかに拡大している。フランス、イギリ

スでは、景気は拡大している。鉱工業生産は、ドイツ、フランスでは増加している。イ

ギリスではこのところ伸びが鈍化している。失業率は、ドイツ、フランスでは高水準な＿

がらもやや低下している。イギリスでは低下している。物価は、ドイツでは輸入物価の

上昇が見られるものの総じて安定している。フランスでは総じて安定している。イギリ

スでは安定している。

栗アジアをみると、中国では、景気の拡大テンポは鈍化している。物価は下落して

いる。輸出は増加している。韓国では、景気は拡大している。貿易は、輸出入ともに、

大幅な増加が続いている。

国際奉祀市垣の2月の動きをみると、米ドル（実効相場）は、やや増価基調で推移し

た。

国際商品市況の2月の動きをみると、CRB商品先物指数は、上旬に215ポイント

台まで上昇した後、下旬にかけては下落基調で推移した。原油スポット価格（北海ブ

レント）は、月初から上昇基調で推移し、中旬から下旬にかけ一時27ドル割れしたも

のの、月末には28ドル台後半の水準まで上昇した。

1国内需要：設備投資は、総じて下げ止まりつつあり、持ち直しの動きが広がってい

る

車掌国内総隼産（平成2年基準、速報）の動向をみると、11年7～9月期前期比1．

0％減（年率3．9％減）の後、11年10～12月期は同1．4％減（同5．5％減）となっ

た。内外需別にみると、国内需要の寄与度はマイナス1．0％となり、財貨・サービス

の純輸出の寄与度はマイナス0．5％となった。需要項目別にみると、民間最終消費

支出は前期比1．6％滅、民間企業設備投資は同4．6％増、民間住宅は同5．8％減

となった。また、財貨・サービスの輸出は前期比0．4％増、財貨・サービスの輸入は

同4．4％増となった。

個人埠草は、年末に比岬
改善傾向の定着には至って堕拠ヽ。＿

家計調査でみると、実質消費支出（全世帯）は前年同月比で12月4．0％減の後、

1月（速報値）は3．2％減（季節調整済前月比1．6％増）となった。世帯別の動きを

みると、勤労者世帯で前年同月比3．0％減、勤労者以外の世帯では同3．4％減と



なった。形態別にみると、財、サービスともに減少となった。なお、消費水準指数は

全世帯で前年同月比2．8％滅、勤労者世帯では同3．0％減となった。また、農家世

帯（農業経営統計調査）の実質現金消費支出は前年同月比で12月5．7％減となっ

た。小売売上面からみると、小売業販売額は前年同月比で12月1．3％減の後、1月

（速報値）は2．2％減（季節調整済前月比1．1％滅）となった。全国百貨店販売額

（店舗調整済）は前年同月比で12月2．1％減の後、1月（速報値）0．7％減となった。

チェーンストア売上高（店舗調整後）は、前年同月比で12月5．9％減の後、1月5．

8％減となった。一方、耐久消費財の販売をみると、乗用車（軽を含む）新車新規登

録・届出台数は、前年同月比で2月（速報値）は4．7％増となった。また、家電小売金

額（日本電気大型店協会）は、前年同月比で1月は9．4％増となった。レジャー面を

大手旅行業者13社取扱金額でみると、1月は前年同月比で国内旅行が1．8％廟、

海外旅行は13．1％減となった。

真金の動向を毎月勤労統計でみると、現金給与総鐘は、事業所規模5人以上では

前年同月比で12凰2．3％減の後、1月（速報）は1．8％増（事業所規模30人以上

では同2．0％増）となり、うち所定外給与は、1月（速報）は同2．9％増（事業所規模

30人以上では同3．3％増）となった。実質賃金は、前年同月比で12月1．0％減の

後、1月（速報）は2．9％増（事業所規模30人以上では同3．2％増）となった。なお、

11～1月合算の特別給与（速報）は、前年同期比3．4％減（前年は同7．9％滅）と

なった。

住宅建設は、このところやや減少していたが、直近は、一一時的な要因もあり、高水

準となっている。

新設住宅着工をみると、総戸数（季節調整値）は、前月比で12月は3．0％減（前年

同月比0．8％滅）となった後、1月は16一．4％増（前年同月比16．8％増）の11万3

千戸（年率135万戸）となった。1月の着工床面積（季節調整値）は、前月比16．8％

増（前年同月比24．6％増）となった。1月の戸数の動きを利用関係別にみると、持家

は前月比8．9％増（前年同月比26．9％増）、貸家は同18．0％増（同5．4％増）、

分譲住宅は同15．1％増（同21．6％増）となっている。

設僅裡葦は、総じて下げ止まりつつあり、持ち直しの動きが広がってし埠。

日本銀行「企業短期経済観測調査」（12月調査）により設備投資の動向をみると、

大企業の11年度設備投資計画は、製造業で前年度比10．9％減（9月調査比1．

2％下方修正）、非製造業で同10．8％減（同1．8％下方修正）となっており、全産業

では同10．8％減（同1．6％下方修正）となった。また、中堅企業では、製造業で前

●



年度比15．5％減（9月調査比1．0％上方修正）、非製造業で同4．0％減（同1．

3％上方修正）となり、中小企業では製造業で同25．4％滅（同5．2％上方修正）、

非製造業で13．3％減（同9．0％上方修正）となっている。

なお、11年10～12月期の設備投資を、大蔵省「法人企業統計季報」（全産業）で

みると前年同期比で0．7％減（うち製造業8．2％滅、非製造業2．9％増）となった。

先行指標の動きをみると、当庁「機械受注統計調査」によれば、機械受注（船舶・電

力を除く民需）は、季節調整済前月比で11年12月は16．1％増（前年同月比14．

7％増）の後、12年1月は0．8％増（同21．2％増）となり、基調としては持ち直しの

動きが見られる。
1

なお、1～3月期（見通し）の機械受注（船舶・電力を除く民需）は、季節調整済前期

比で1．6％滅（前年同期比1．9％増）と見込まれている。

民間からの建設工事受注額（50社、非住宅）をみると、このところ増加しており、1

月は季節調整済前月比18．1％増（前年同月比44．9％増）となった。内訳をみると、

製造業は季節調整済前月比18．8％増（前年同月比52．8％増）、非製造業は同1

5．6％増（同43．0％増）となった。

公的需要関連指標をみると、製革投筆は、事業の実施卿
着工などには、第二次補正予算などの効果が現れている。

公共工事着工総工事費は、前年同月比で12月は9．5％増の後、1月は12．6％

減となった。公共工事請負金綾は、前年同月比で1月は6．1％減の後、2月は1．

4％減となった。官公庁からの建設工事受注額く50社）は、前年同月比で12月31．

9％減の後、1月は2．1％増となった。実質公的固定資本形成は、11年7～9月期

に季節調整済前期比8．5％減の後、11年10～12月期は同5．4％減となった。ま

た、実質政府最終消費支出は、11年7～9月期に季節調整済前期比0．9％増の後、

11年10～12月期は同0．1％減となった。

2　生産雇用：在庫は、ほぼ調整を終了

鉱工業生産・出荷・在唾の動きをみると、在庫は、ほぼ調整を終了し、生産・出荷Iも

緩やかに増加している。



鉱工業生産（季節調整値）は、前月比で12月1．2％減の後、1月（速報）は、輸送

桟械、化学等が減少したものの、電気機械、一般機械等が増加したことから、0．9％

増となった。また製造工業生産予測指数（季節調整値）は、前月比で2月は輸送機械、

化学等により2．7鳴増の後、3月は一般機械、電気機械等により3．2％減となって

いる。鉱工業出荷（季節調整値）は、前月比で12月1．0％減の後、1月（速報）は、

資本財、生産財等が増加したことから、2．3％増となった。鉱工業生産者製品在庫

（季節調整値）は、前月比で12月1．5％減の後、1月（速報）は、非鉄金属、繊維等

が感少したものの、電気機械、石油・石炭製品等が増加したことから、1．1％増とな

った。また、1月（速報）の鉱工業生産者製品在庫率指数（季節調整値）は99．3と前

月を0．6ポイント上回った。

主な業種について最近の動きをみると、電気機械では、生産は1月は増加し、在庫

は1月は増加した。輸送機械では、生産は2か月連続で減少し、在庫は1月は増加し

た。化学では、生産は2か月連続で減少し、在庫は2か月連続で増加した。

第3次産業の動向を通商産業省「第3次産業活動指数」（12月調査、季節調整値）

でみると、前月比で11月0．8％増の後、12月（速報）は、金融・保険業が減少したも

のの、卸売・小売業，飲食店、サービス業等が増加した結果、同0．9％増となった。

雇圏噂翠は、残業時間や求人の増加といった動きがあるものの、完全失業率が高

水準で推移するなど、依然として厳しい。

労働力需給をみると、有効求人倍率（季節調整値）は、12月0．50倍の後、1月0．

52倍となった。新規求人倍率（季節調整値）は、12月0．91倍の後、1月0．96倍と

なった。総務庁「労働力調査」による雇用者数は、12月は前年同月比0．7％滅（前

年同月差37万人減）の後、1月は同0．7％減（同40万人減）となった。常用雇用（事

業所規模5人以上）は、12月前年同月比0．1％減（季節調整済前月比0．1‘％増）の

後、1月（速報）は同0．2％減（同0．0％）となり（事業所規模30人以上では前年同

月比1．4％減）、産業別には製造業では同2．1％減となった。1月の完全失業者数

（季節調整値）は、前月差1万人減の317万人、完全失業率（同）は、12月4．7％の

後、1月4．7％となった。所定外労働時間（製造業）は、事業所規模5人以上では12

月前年同月比10．5％増（季節調整済前月比1．5％増）の後、1月（速報）は同11．

3％増（同1．9％増）となっている（事業所規模30人以上では前年同月比11．9％

増）。

また、労働省「労働経済動向調査」（2月調査）によると、「残業規制」等の雇用調整

を実施した事業所割合は、高い水準にあるが、10～12月期もやや低下した。



傘草の動向をみると、企業収益は、朝善瑚お
厳しいが改善が進んでいる。

大企業の動向を「法人企業動向調査」（12月調査、季節調整値）でみると、11年1

0～12月期の売上高、経常利益の判断（ともに「増加」－「減少」）は、いずれも「減

少」超幅が縮小した。また、11年10～12月期の企業経営者の景気判断（業界景気

の判断、r上昇」－r下降」）は「下降」超幅が縮小した。

一方、中小企業の動向を中小企業金融公庫「中小企業動向調査」（12月調査、季

節調整値）でみると、売上げD．I．（「増加」－「減少」）は、11年10～12月期は「減

少」超幅が縮小し、純益率D．I．（「上昇」－「低下」）は、「低下」超幅が縮小した。業況

判断D．I．（「好転」－「悪化」）は、11年19～12月期は「悪化」超幅が縮小した。

傘莱倒産の状況をみると、おおむね横岬。

銀行取引停止処分者件数は、1月は935件で前年同月比56．1％増となった。業

種別に件数の前年同月比をみると、建設業で72．2％の増加、運輸・通信業で63．

6％増加となった。

3　国際収支：輸出は、アジア向けを中心に、増加

壇畠は、アジア向け　中心に、増加している。

通関輸出（数量ベース、季節調整値）は、前月比で12月0．6％増の後、1月は1．

4％増（前年同月比6．9％増）となった。最近数か月の動きを品目別（金籠ベース）に

みると、電気機器、精密機器等が増加した。同じく地域別にみると、アジア等が増加し

た。

麹Aは、アジアからの輸入を中心に、増加している。

通関輸入（数量ベース、季節調整値）は、前月比で12月0．3％減の後、1月は7．

3％減（前年同月比9．1％増）となった。最近数か月の動きを品目別（金枝ベース）に

みると、製品類（機械機器）、鉱物性燃料等が増加した。同じく地域別にみると、アジ

ア、アメリカ等が増加した。

通関収支差（季節調整値）は、12月に7．953億円の黒字の後、1月は1兆460億

円の黒字となった。



国際収支をみると、貿易・サービス収支切黒字は、基調としては緩やかに減少して

邑墨。

1月（速報）の貿易・サービス収支（季節調整値）は、前月に比べ、貿易収支の黒字

幅が拡大し、サービス収支の赤字幅が縮小したため、その黒字幅は拡大し、8，56’1

億円となった。また、経常収支（季節調整値）は、経常移転収支の赤字幅が拡大し

たものの、貿易・サービス収支及び所得収支の黒字幅が拡大したため、その黒字幅

は拡大し、1兆2，655億円となった。投資収支（原数値）は、7，858億円の赤字とな

り、資本収支（原数値）は、8，660億円の赤字となった。

2月末の外貨準備高は、前月比13億ドル増加して2，945億ドルとなった。

外国為替市場における対米ドル円相場（インターバンク直物中心相場）は、2月は1

10円台まで下落した後、3月上旬には106円台まで上昇した。一方、対ユーロ円相

場（インターバンク17時時点）は、2月は下旬にかけて111円台まで下落した後、

月末から3月上旬にかけて102円台まで上昇した。

4　物価：国内卸売物価は、おおむね横ばいで推移

国＿内卸奉物厘は、おおむね横ばいで推移している。

2月の国内卸売物価は、電気機器（集積回路）等が下落したものの、食料用農畜水

産物（鶏卵）等が上昇したことから、前月比0．1％の上昇（前年同月比0．1％の下

落）となった。輸出物価は、契約通貨ベースで上昇したことに加え、円安から円ベース

では前月比2．9％の上昇（前年同月比3．7％の下落）となった。輸入物価は、契約

通貨ベースで上昇したことに加え、円安から円ベースでは前月比4．3％の上昇（前

年同月比6．6％の上昇）となった。この結果、総合卸売物価は、前月比0．8％の上

昇（前年同月比0．1％の上昇）となった。

企業向けサービス価格は、1月は前年同月比0．8％の下落（前月比0．4％の下

落）となった。

商品市況（月末対比）は非鉄等は下落したものの、繊維等の上昇により2月は上昇

した。2月の動きを品目別にみると、亜鉛地金等は下落したものの、毛糸等が上昇し
J

た。

●



準星草物価は、安定している。　、

全国の生鮮食品を除く総合は、前年同月比で12月0．1％の下落の後、1月は一般

食料工業製品の下落幅の拡大等により0．3％の下落（前月比0．6％の下落、季節

調整済前月比0．1％の上昇）となった。なお、総合は、前年同月比で12月1．1％の

下落の後、1月は0．9％の下落（前月比0．3％の下落、季節調整済前月比保合い）

となった。

東京都区部の動きでみると、生鮮食品を除く総合は、前年同月比で1月0．5％の下

落の後、2月（中旬速報値）は、繊維製晶の下落幅の縮小等により0．4％の下落（前

月比0．1％の下落、季節調整済前月比保合い）となった。なお、総合は、前年同月比

で1月1．0％の下落の後、2月（中旬速報値）は0．8％の下落（前月比0．2％の下

落、季節調整済前月比保合い）となった。

5　金融財政：株式相場は、2月上旬に上昇した後、一進一退で推移

霞近の金融情勢をみると、短期金利は、2月から3月上旬にかけて横ばいで推移し

た。長期金利は、2月は上旬にやや上奏した後、3月上旬にかけて横ばいで推移した。

株式相場は、2月は上旬に上昇した後、3月上旬にかけて一進一退で推移した。M2

＋CDは、2月は前年同月比2．1％増となった。

垣埋草融市場をみると、オー／トナイトレートは、2月は横ばいで推移した後、月末

に上昇したが再び低下し、3月上旬には横ばいで推移した。2、3か月物は、2月から

3月上旬にかけて横ばいで推移した。

螢社債市場をみると、国債利回りは、2月は上旬にやや上昇した後、3月上旬にか

けて横ばいで推移した。

畢嘩行の軍出約定平均金利（新規実行分）は、1月は前月比で短期は0．045％

ポイント低下し、長期は0．074％ポイント低下したことから、総合では0．058％ポイ

ント低下し1．764％となった。

マネーサプライをみると、M2＋CD（月中平均残高）は、2月（速報）は前年同月比2・

1％増となった。また、広義流動性は、2月（速報）は同2．3％増となった。



傘莱金租の動向をみると、金融機関（全国銀行）の貸出（月中平均残高）は、2月

（速報）は前年同月比6．3％減（貸出債権流動化・償却要因等調整後2．5％減）とな

った。2月のエクイティ市場での発行（園内市場発行分）は、転換社債が200億円とな
°

った。また、国内公募事業債の起債実績は1兆835億円（うち銀行起債分2．600億

円）となった。

以上のように、企業金融のひっ迫感は緩和しているが、民間金融機関の貸出は依
し

然低調である。

株車市場をみると、日経平均株価は、2月は上旬に上昇した後、3月上旬にかけて

一進一退で推移した。

6　海外経済：ドイツの景気、緩やかに拡大

主要国の経済動向をみると、アメリカでは、先行きには不透明感もみられるものの、

景気は拡大を続けている。実質GDPは、99年7－9月期前期比年率5．7％増の後、

10～12月期は同6．9％増（速報値）となった。個人消費は増加している。設備投資

は7－9月期の大幅増の反動もあり伸びが鈍化している。住宅投資はこのところ伸び

が鈍化している。鉱工業生産（総合）は増加している。雇用は拡大している。雇用者数

（非農業事業所）は1月前月差38．4万人増の後、2月は同4．3万人増となった。失

業率は2月4．1％となった。物価は総じて安定している。1月の消費者物価は前年同

月比2．7％の上昇、1月の生産者物価（完成財総合）は同2．5％の上昇となった。

財の貿易収支赤字（国際収支ベース）は拡大している。2月の長期金利（30年物国

債）は、総じて低下基調で推移した。株価（ダウ平均）は、総じて下落基調で推移し

た。

西ヨ一口ツ′くをみると、ドイツでは、 景気は緩やかに拡大している。フランス、イギリ

スでは、景気は拡大している。10～12月期の実質GDPは、ドイツ前期比年率2．

7％増、フランス同3．6％増（．速報値）、イギリスは同3．1％増（改訂値）となった。鉱

工業生産は、ドイツ、フランスでは増加している。イギリスではこのところ伸びが鈍化し

ている（鉱工業生産は、ドイツ1月前月比0．5％増、フランス12月同0．0％増、イギ

リス1月間0．1％減）。失業率は、ドイツ、フランスでは高水準ながらもやや低下して

いる。イギリスでは低下している（失業率は、ドイツ2月10．0％、フランス1月10．

5％、イギリス1月4．0％）。物価は、ドイツでは輸入物価の上昇が見られるものの総

じて安定している。フランスでは総じて安定している。イギリスでは安定している（消費



者物価上昇率は、ドイツ2月前年同月比1．8％、フランス2月間1．4％、イギリス1月

同2．0％）。

雲アジアをみると、中国では、景気の拡大テンポは鈍化している。物価は下落して

いる。輸出は増加している。韓国では、景気は拡大している。貿易は、輸出入ともに、

大幅な増加が続いている。

国際金融市場の2月の動きをみると、米ドル（実効相場）は、やや増価基調で推移し

た。モルガン銀行発表の米ドル名目実効相場指数（1990年＝100）をみると、2月2

9日現在110．1、1月末比1．3％の増価となっている。内訳をみると、2月29日現

在、対円では1月末比2．6％増価、対ユーロでは同0．5％増価した。

国際商品市況の2月の動きをみると、CRB商品先物指数は、上旬に215ポイント

台まで上昇した後、下旬にかけては下落基調で推移した。原油スポット価格（北海ブ

レント）は、月初から上昇基調で推移し、中旬から下旬にかけ二時27ドル割れしたも

のの、月末には28ドル台後半の水準まで上昇した。

●



先月からの主要変更点

2 月月例 3 月月例

個人消圭 個人消蓋は、収入が低迷していることか

ら、足踏み状態となっており1 車夫にはポ

個人消登は、車夫に比べれば持ち1富してい

るものの、収入が億壊していることから、
ーナスが厳しかったことなどから減少し

左。
改善傾向の票差には苦っていない。

住宅建設 住宅建設は、このところ好調に推移してぎ 住宅建設は、このとこ′ろやや減少していた

たマンシ ョンの着工が減少したことなど が、直近は、一時的な雷同もあり∴富水準

から、やや水準を下げている。 となっている。

設備投資 設備投資は、減少基調が続いているが．一 設備投資は、総じて下げ止まりつつあり、

部に持ち宿しの勧きがみられる。 持ち有しの勧きが広がっている。
公共投資 公共投資は、事業の宴旅は前車を下回って 公共投資は、事業の宴施は前車を下回って

いるが∴着工などには、第二次補正予算いるが、着工は⊥貫二次補正予算などの効
果もあり、このところやや水星登を弄してい

亙。

どの効果が埋れている。

生産 ・在庫 在庫は、在厘奉が前車水準を大幅に下回る 在庫は、ほぼ調整を終了し、生産は、緩や

かに増加している。など．調磐はおおむね終了しつつある。こ
う止 空、生産は、緩やかに増加している。

企業収益 企業収益は、＿持ち直しの動きが続いてい

壷。

企業収益はi 改善している。

国際収支 国際収支をみると、貿易 ・サービス収支の 国際収支をみると、‾貿易 ・サービス収支の

黒字は、緩やかに減少している。 黒字は、基調としては緩やかに減少してい

る。

総括判断 我が国経済は、居間需要の何怪力が弱

ま、厳しい状況をなお脱していない。・また、

我が国経済は、全体とし‾て需要の回復が

鮎 ．∴厳しい状況をなお脱していない。し
定夫には需雪透にやや弱きがみられた。た かし、各種の政策効果やアジア経済の回復
たし、各種の政策効果やアジア経済の回復 などの影響か皇⊥景気は、緩やかな改重が
などの影響追加去、企業行動に前向きの勧 続いている。企業の活軌 こ珪陸蛙も．みられ

豊もみられはじめており、景気は、緩やか るようになるなど、自律的回復に向けた勧

な改善が続いている。 きが徐々に現れている。

政策態厚 政府は、公需から民需へのバトンタッチ 政府は、公需から民需へのバ トンタッチ

を円滑に行い、景気を本格的な回復軌道に を円滑に行い、景気を本格的な亙促軌道に
乗せていくとともに、21 世紀の新たな発 乗せていくとともに、21 世紀の新たな発
展基盤を築くため、経済新生対策を始めと 展基盤を築くため、経済新生対策を始めと－

する諸施策を推進する。

なお、1月 28 日に平成 12年度の宴嘗経
済成長率を 1．0％程度と見込んだ 「串成 12
缶l亨の紐酒見通しと経酒i軍曹の基本的態

度」を閣議決定し、同日し　84兆 9．900 億

円 （前車唐当細比 3．8％増）の平成 12車庫

一般会計予算案を国会に提出した。

する諸施策を推進する。

（蓮）下線部は先月から変更した部分



ヽ

【今月のトピック】　　　　最近の地域経済動向

く 市 イ ン ト＞
‘1 ．最近 の各地 域の暴 気動向 蟹み ると、沖 組の 「回は庫卓向」か ら北 陸、近畿の 「この と ころや や
故等 」に 至るまでの相 違がみ られ る。
2 ．これ は、情 報通憎関連 製品への 旺盛 な需要や アジア経浦の 回は掛及 ぼす好影 響の度 合 いが 、
確域に よ って異 なるこ とが、 その主 な要因 と考え られ る。
3 ．地域の 景気 釣向を迅速か つ的確 に把揺 す るた め、本年 1 月よ り、小売 、 ホテ ル、 タク シー、
美容室等 の現 場 にい る人 々が 肌で 感 じた景 気即 断 を聴 く 「景 気ウ オ ッチャ ー調査 」を闇 始 し
た。

図表l r地域経済動向」における各地域の景況

図表2　r景気ウオッチャー調査Jの結果

①　3か月前と比較した景気の規状判断DI　②　2〟3か月先の景気の先行き判断DI

（Dfj　平成は年　　　　　1月　　　2月　（DIJ　平成12年　　　　1丹　　　　2月

45．3　　　　48．6

45．3

42．3

51月
43．3

4鼠9

47．0

46．8

47．0

53月

48．2

48．7

51．1　　　　54．6

49．0

51．6

54．5

511

49．2

53．5

56．0

53．5

54ユ

54．7

55．5

く備考11．本調査は、本年1月より開始した新たな調査であるため、本調査結果と確願の景気鈴何との閏運

哩については、調査結果の蓄積等を浩まえ、今後検討を加えていく遜要がある。

2．景気ウォッチャーの敬は、現在600名（各地域100名）であり、今後順次増加させていく予定。

3．DIは、50駁景気ウ寸ツチャー絞「景気は横ばい」と糾断したことを示すe

4．関東は2月より調亘を開始した。2月の全国におけるD工は、関東を含む。


